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障害者の労働・雇用における合理的配慮・差別禁止の実質化に向けて  

日本障害者協議会  

常務理事 藤井克徳  

はじめに  

1．障害者権利条約（以下、条約）の主要関連条項と障害者の労働支援策  

1）第1条  

2）第2条  

3）第3条  

4）第5条  

5）第19条  

6）第27条  

7）第28条  

8）第33条  

（目的）、「障害者」の概念規定  

（定義）、「差別」「合理的配慮」など  

卜般原則、（a）～（h）】  

卜般的義務、とくに第1項の（a）～（i）】  

（自立した生活及び地域社会に受け入れられること）  

（労働及び雇用）  

（相当な生活水準及び社会的な保証）  

（国内における実施及び監視）  

2．現状と問題点  

1）現状   

a，雇用施策の実態（低い法定雇用率と未達成状態の常態化など）   

b，「福祉的就労施策」の実態（低工賃と非流動性など）  

2）問題点   

a，雇用施策と「福祉的就労施策」の二元政策体系の固定化（格差拡大のまま）   

b，個（障害当事者）へではなく、企業側の立場での雇用促進施策   

c，労働法規から完全除外となっている「福祉的就労」施策  

3．問題の背景  

1）縦割り行政の弊害（厚生労働省になった後も統合効果が希薄）  

2）国際潮流の軽視（ILOの関連条約・勧告などの水準からの隔たり）  

3）障害観の不十分さ（障害種類別への固執、機能障害と労働障害の非峻別性）  

4）経済界・財界の消極姿勢（国際競争力至ヒ論）  

5）政策形成体制の不備（関連審議会や検討委員会の弱体性）   



4．あるべき方向  

1）二元政策体系の解消（二分法モデルから対角線モデルへ、下図を参照）  

図1：現行法制にみる障害者の一般就労と福祉的就労の関係図（二分法モデル  

図2：職業生活における雇用と社会福祉の関係図（対角線モデル）  

＜こ吉＝＝コ 脚火熟久  湖精覿敵久＋＝＝〇  

2）「合理的配慮」の対象者の拡大と主要な要素  

a，対象者  

・就労ニーズを基本に、原則としてはすべての障害者を対象とすべき  

b，主要な要素  

・賃金補填（個に対してか、事業所に対してかは要件等）  

・人的な支援（通勤時を含む）  

・医療支援にあたっての配慮（障害に関連する医療を受ける際の有給休暇など）  

・労働補助具の提供  

・施設設備の改善  

・その他  

5．条約以外に遵守または参考にすべき国際規範  

1）ILOの関連規範   

a，第159号条約（障害者の雇用及び職業リハビリテーションに関する条約、1983年採択、   

1992年批准））  

b，第99号勧告（身体障害者の職業更生に関する勧告、1955年採択）  

c，第168号勧告（障害者の雇用及び職業リハビリテーションに関する勧告、1983年採択）  

d，「ディーセントワークへの障害者の権利」（ILO作成、2007年12月）  

2）EU指令（雇用及び職業における均等待遇の一般的枠組を設定する指令、2000年発効）  

3）その他（欧米などの実践事例）  

！■‥≡項   



6．当面の課題  

1）条約の批准への備え（批准時の改正点と中長期的な課題とを区分けして）  

2）障害者基本法の改正（時期通常国会で改正予定、合理的配慮、差別禁止法制なども焦点）  

3）新たな研究・検討体制の確率  

4）行政組織のあり方の検討に着手（労働と福祉の連携を含めた総合部署の確立に向けて）  

■資料  

1．ILO第159号条約全文  

2．ILO第168号勧告全文  

3・『保護雇用研究資料～重度障害者の保護雇用をめぐって～』（ゼンコロ：1980発行）目次  
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匝蚕室三司  

障害者の職業リハビリテーション及び雇用に関する条約（第159号）  

（日本は1992年6月12日に批准）   

国際労働機関の総会は、  

理事会によりジュネーヴに招集されて、千九百八十三年六月一日にその第六十九回会期とし  

て会合し、  

千九百五十五年の職業リハビリテーション（障害者）勧告及び千九百七十五年の人的資源開  

発勧告に定める現存の国際基準に留意し、  

千九百五十五年の職業リハビリテーション（障害者）勧告が採択された後、リハビリテーション  

の必要性に対する理解、リハビリテーション事業の範囲及び組織並びに同勧告が対象としている  

問題に関する多くの加盟国の法令及び慣行に著しい進展が見られたことに留意し、  

国際連合総会が千九百八十一年を「完全参加と平等」をテーマとする国際障害者年と宣言した  

こと並びに包括的な障害者に関する世界行動計画が、社会生活及び発展への障害者の「完全  

参加J並びに「平等jという目標の実現のため国際的及び国内的に効果的な措置をとるためのも  

のであることを考慮し、  

これらの進展の結果、すべての種類の障害者が雇用され、かつ、社会において鱒合されるよう  

にするため、農村及び都市の双方においてこれらの障害者に対して棲会及び待遇の均等を確保  

する必要性を特に勘案したこの間題に関する新たな国際基準を採択することが適当となったこと  

を考慮し、  
前記の会期の議事日程の第四議題である鞍業リハビリテーションに関する提案の採択を決定  

し、   

その提案が国際条約の形式をとるぺきであることを決定して、   

次の条約（引用に際しては、千九百八十三年の戦業リハビリテーション及び雇用（障害者）条約  

と称することができる。）を千九百八十三年六月二十日に採択する。   

第一部 定義及び適用範囲   

第 一 条   

1この条約の適用上、「障害者」とは、正当に認定された身体的又は精神的障害のため、適当  

な職業に就き、これを継続し及びその職業において向上する見通しが相当に減少している者を  

いうミ，  

2 この条約の適用上、加盟国は、職業リハビリテーションの目的が、障害者が適当な職業に就  

き、これを触続し及びその職業において向上することを可能にし、それにより障害者の社会にお  

ける統合又は再統合の促進を図ることにあると認める。  

3 加盟国は、この条約を、国内事情に適し、かつ、国内慣行に適合する措置によって適用する。  

4 この条約は、すべての種類の障害者について適用する。   



第二部障害者のための職業リハビリテーション及び雇用に関する政策の原則   

第 二 条   

加盟国は、国内事情及び国内慣行に従い、かつ、国内の可能性に応じて、障寄者の轍業リハ  
ビリテーション及び雇用に関する国の政策を策定し、実施し及び定期的に検討する。   

第 三 条   

前条の政策は、すべての種類の障害者に対し職業リハビリテーションに関する適当な措置が  

利用できるようにすることを確保すること及び開かれた労働市場における障害者の雇用機会の  

増大を図ることを目的とする。   

算 四 条■   

第二条の政策は、障害者である労働者と他の労働者との間の機会均等の原則に基づくものと  

する。障害者である男女の労働者の圃における機会及び待遇の均等は、尊重されなければなら  

ない。障害者である労働者と他の労働者との間の機会及び待遇の実効的な均等を図るための  

特別な積極的措置は、他の労働者を差別するものとみなしてはならない。   

第 五 条   

代表的な使用者団体及び労働者団体は、第二条の政策の実施く職業リハビリテーションに関  

する活動に従事する公的機関と民間団体との間の協力及び調整を促進するためにとられる措置  

を含む。）に関して協議を受ける。また、代表的な障害者の及び障害者のための団体も、協議を  
受ける。   

幕三部障害者のための職業リハビリテーション及び雇用に関する事業の発展のた  

めの国内的な措置   

第 六 条   

加盟国は、法令又は国内事情及び国内債行に適合するその他の方法により、第二条から前条  

までの規定を実施するために必要な手段をとる。   

第 七 集   

権限のある機関は、障害者が職業に就き、これを継続し及びその職業において向上することを  

可能にするための職業指導、職業訓練、職業紹介及び雇用に関する事業その他関連の事業を  

実施し及び評価するための措置をとる。労働者全般のための現存の事業は、可能かつ適当な場  

合には、必要な調整を行った上活用する。  
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第 八 条   

農村及びへき地の社会における障害者のための職業リハビリテーション及び雇用に関する事  

業の確立及び発展を促進するための措置がとられるものとする。   

第 九 条   

加盟国は、障害者の職業指導、職業訓練、職業紹介及び雇用に関する事業を担当するリハビ  

リテーションのカウンセラーその他の適当な能力を有する職員を訓療すること並びにこれらの職  

員が利用されることを確保するよう努める。   

第四部最終規定   

第 十 条   

この条約の正式な批准は、登録のため国際労働事務局長に通知する。   

第 十 一 条   

1この条約は、国際労働機関の加盟国でその批准が国際労働事務局長に登録されたもののみ  

を拘束する。  

2 この条約は、ニの加盟国の批准が事務局長に登録された日の後十二箇月で効力を生ずる。  

3 その後は、この条約は、いずれの加盟国についても、その批准が登録された日の後十二箇月  

で効力を生ずる。   

第 十 二 条   

1この条約を批准した加盟国は、この条約が最初に効力を生じた日から十年を経過した後は、  

登録のため国際労働事務局長に送付する文書によってこの条約を廃棄することができる。廃棄  

は、登録された日の後一年間は効力を生じない。  

2 この条約を批准した加盟国で、1の十年の期間が満了した後一年以内にこの条に定める廃棄  

の権利を行使しないものは、その後更に十年間拘束を受けるものとし、十年の期間が満了する  

ごとに、この条に定める条件に従ってこの条約を廃棄することができる。   

第 十 三 条   

1国際労働事務局長は、国際労働機関の加盟国から通知を受けたすぺての批准及び廃棄の  

登録をすべての加盟国に通告する。  

2 事務局長は、通知を受けた二番目の批准の登録を国際労働機関の加盟国に通告する際に、  

この条約が効力を生ずる目につき加盟国の注意を喚起する。   

第 十 四 条  
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国際労働事務局は、国際連合憲章第百二条の規定による登録のため、前請条の規定に従っ  

て登録されたすべての批准及び廃棄の完全な明細を国際連合事務総長に通知する。   

第 十 五 条   

国際労働機関の理事会は、必要と認めるときは、この条約の運用に関する報告を総会に提出  

するものとし、また1この条約の全部又は一部の改正に関する問題を捻会の議事日程に加える  

ことの可否を検討する。   

第 十 六条   

1総会がこの条約の全部又は一部を改正する条約を新たに採択する場合には、その改正条約  

に別段の規定がない限り、  

（a）加盟国によるその改正条約の批准は、その改正条約の効力発生を条件として、第十二条の  

規定にかかわらず、当然にこの条約の即時の廃棄を伴う。  

（b）加盟国による批准のためのこ 

る。  

2 この条約は、これを批准した加盟国で1の改正条約を批准していないものについては、いかな  

る場合にも、その現在の形式及び内容で引き続き効力を有する。   

第 十 七 条  

この条約の英文及びフランス文は、ひとしく正文とする。  
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